
 

 

 

 1

第７９８号平成２３年７月１５日発行 

 
発行所    亀  岡  市  役  所 
 
              総務部  総務課 
 
      TEL 0771-22-3131(代表) 
 
京都府亀岡市安町野々神８番地 

 
 

亀岡市公報 
 

 

 

 

 

 

 

目   次 
 

 

条    例 

○職員の育児休業等に関する条例の一部 

改正           （人事課）  4 

○亀岡市税条例の一部改正  （税務課）  6 

○亀岡市立幼稚園条例の一部改正 

           （教育総務課）  8 

○亀岡市自家用自動車有償行為条例の廃 

止          （学校教育課）  8 

○亀岡市立図書館条例の一部改正 

             （図書館）  9 

 

規    則 

○亀岡市市長の資産等の公開に関する条 

例施行規則の一部改正   （総務課）  9 

○亀岡市老人医療費支給条例施行規則の 

一部改正       （保険医療課） 10 

○亀岡市自家用自動車有償行為条例施行 

規則の廃止      （学校教育課） 10 

○職員の育児休業等に関する規則の一部 

改正           （人事課） 10 

○東日本大震災による被災者救援等のた 

めの市民ホール使用料の特例に関する 

規則           （総務課） 12 

 

告    示 

○平成２３年度亀岡市国民健康保険料の 

基礎賦課額及び後期高齢者支援金等賦 

課額並びに介護納付金賦課額の保険料 

率          （保険医療課） 12 

 

 

○亀岡市次世代育成推進市民協議会設置 

要綱        （こども福祉課） 13 

○放置自転車の撤去、保管 

        （桂川・広域交通課） 14 

○住民基本台帳の職権消除  （市民課） 14 

○国民健康保険被保険者証の無効 

           （保険医療課） 15 

○住民基本台帳の職権消除  （市民課） 15 

○国民健康保険被保険者証の無効 

           （保険医療課） 15 

○住民基本台帳の職権消除  （市民課） 16 

○都市計画の変更に係る図書の縦覧 

            （下水道課） 16 

○亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交 

付要綱の一部改正   （教育総務課） 17 

○亀岡市保育所児童通園費補助金交付要 

綱の廃止      （こども福祉課） 18 

○地縁団体の告示事項の変更 

           （自治防災課） 18 

○放置自転車の撤去、保管 

        （桂川・広域交通課） 18 

 

公    告 

○一般競争入札（条件付き）の執行 

           （執行管理課） 19 

○亀岡農業振興地域整備計画の軽微な変 

更をした計画書の縦覧   （農政課） 22 

○捕獲犬の抑留     （環境政策課） 22 

○農用地利用集積計画の縦覧 （農政課） 22 

○一般競争入札（条件付き）の執行 

           （執行管理課） 23 



 
亀 岡 市 公 報 

 2 

第７９８号平成２３年７月１５日発行 

任免及び辞令 

 

監査委員欄 

公    表 

○平成２２年度定期監査結果に対する措 

置状況                27 

○平成２２年度定期監査結果に対する措 

置状況                28 

○平成２２年度定期監査結果に対する措 

置状況                29 

○平成２２年度行政監査結果に対する措 

置状況                30 

 

教育委員会欄 

教育長訓令 

○へき地学校等スクールバス運行規程   31 

 

選挙管理委員会欄 

告    示 

○亀岡市条例の制定又は改廃、監査の請 

求並びに合併協議会設置の請求に要す 

る有権者総数の５０分の１の数     32 

○亀岡市議会の解散請求並びに市長等の 

解職請求に要する有権者総数の３分の 

１の数                32 

○合併協議会設置協議について選挙人の 

投票に付する請求に要する有権者総数 

の６分の１の数            32 

 

公    告 

○亀岡市長選挙に係る立候補予定者説明 

会の開催               33 

 

上下水道部欄 

公    告 

○公募型（簡易）指名競争入札の執行   33 

 

公布された条例のあらまし 
 

職員の育児休業等に関する条例の 

一部を改正する条例要綱 

 

１ 地方公務員の育児休業等に関する法律の一

部改正に伴い、非常勤職員の仕事と育児の両

立を図るため、一定の要件を満たす非常勤職

員が育児休業等をすることができることとす

ることとした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市税条例の一部を改正する条 

例要綱 

 

 地方税法等の一部改正に伴い、次のとおり亀

岡市税条例の一部を改正することとした。 

 

１ 東日本大震災の被災者の負担の軽減を図る

ため、その者の有する資産について受けた損

失の金額については、個人市民税において平

成２２年分の総所得金額等から雑損控除とし

て控除できることとすることとした。 

 

２ 住宅借入金等特別税額控除の適用を受けて

いた住宅が東日本大震災により居住の用に供

することができなくなった場合においても、

控除対象期間の残りの期間について、引き続

き個人市民税において当該控除を適用するこ

とができるものとすることとした。 

 

３ この条例は、公布の日から施行することと

した。ただし、前記２の改正は、平成２４年 
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１月１日から施行することとした。 

 

 

 

亀岡市立幼稚園条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 国の幼稚園就園奨励費補助金交付要綱に定める補助限度額の改正に伴い、保育料を減額する限

度額を次のとおり改正することとした。 

⑴ 一人就園の場合又は同一世帯から複数園児が就園している場合 

（ ）内は現行の金額 

区      分 

減額する限度額 

１人就園の場合

及び同一世帯か

ら２人以上就園

している場合の

最年長者 

（第１子） 

同一世帯から２

人以上就園して

いる場合の次年

長者 

（第２子） 

同一世帯から３

人以上就園して

いる場合の左以

外の園児 

（第３子以降）

１ 生活保護法の規定による保護

を受けている世帯 
年額20,000円 

年額50,000円 

（年額49,000円）

年額79,000円 

(年額78,000円)２ 当該年度に納付すべき市民税

の所得割が非課税となる世帯 

 

 ⑵ 小学校１年生から３年生までの兄、姉を有している場合 

（ ）内は現行の金額 

区      分 

減額する限度額 

小学校１年生から３年生

までの兄、姉を１人有し

ており、就園している場

合の最年長者 

（第２子） 

小学校１年生から３年生

までの兄、姉を１人有し

ており、同一世帯から２

人以上就園している場合

の左以外の園児及び小学

校１年生から３年生まで

の兄、姉を２人以上有し

ている園児 

（第３子以降） 

１ 生活保護法の規定による保護

を受けている世帯 
年額35,000円 

年額79,000円 

（年額78,000円） ２ 当該年度に納付すべき市民税

の所得割が非課税となる世帯 

 

２ この条例は、公布の日から施行し、改正後の規定は、平成２３年４月１日から適用することと

した。 
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亀岡市自家用自動車有償行為条例 

を廃止する条例要綱 

 

１ 亀岡市自家用自動車有償行為条例を廃止す

ることとした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。ただし、廃止前の条例は、平成２３年

３月３１日限り、その効力を失うこととした。 

 

 

 

亀岡市立図書館条例の一部を改正 

する条例要綱 

 

１ 読書環境の充実を図るため、亀岡市立図書

館大井分館及び馬堀分館施設を拡充等するこ

とに伴い、所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例は、規則で定める日から施行する

こととした。 

 

 

条 例 
 

 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第７号 

 

職員の育児休業等に関する条例の 

一部を改正する条例 

 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年亀

岡市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条に次の１号を加える。 

⑶ 次のいずれかに該当する非常勤職員以外

の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｱ) 任命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に引き続き在職した

期間が１年以上である非常勤職員 

(ｲ) その養育する子が１歳に達する日

（以下「１歳到達日」という。）を超

えて特定職に引き続き在職することが

見込まれる非常勤職員（当該子の１歳

到達日から１年を経過する日までの間

に、その任期が満了し、かつ、当該任

期が更新されないこと及び特定職に引

き続き採用されないことが明らかであ

る非常勤職員を除く。） 

(ｳ) 勤務日の日数を考慮して規則で定め

る非常勤職員 

イ 次条第３号に掲げる場合に該当する非

常勤職員（その養育する子の１歳到達日
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（当該子について当該非常勤職員がする

育児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）において育児休業

をしている非常勤職員に限る。） 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

であって、当該育児休業に係る子につい

て、当該任期が更新され、又は当該任期

の満了後に特定職に引き続き採用される

ことに伴い、当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き採用される日を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようとす

るもの 

 第２条の２を第２条の３とし、第２条の次に

次の１条を加える。 

 （育児休業法第２条第１項の条例で定める

日） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で

定める日は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、当該各号に定める日とする。 

⑴ 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 

 非常勤職員の養育する子の１歳到達日 

⑵ 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する

子の１歳到達日以前のいずれかの日におい

て当該子を養育するために育児休業法その

他の法律の規定による育児休業（以下この

条において「地方等育児休業」という。）

をしている場合において当該非常勤職員が

当該子について育児休業をしようとする場

合（当該育児休業の期間の初日とされた日

が当該子の１歳到達日の翌日後である場合

又は当該地方等育児休業の期間の初日前で

ある場合を除く。） 当該子が１歳２箇月

に達する日（当該日が当該育児休業の期間

の初日とされた日から起算して育児休業等

可能日数（当該子の出生の日から当該子の

１歳到達日までの日数をいう。）から育児

休業等取得日数（当該子の出生の日以後当

該非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法

律第４９号）第６５条第１項又は第２項の

規定により勤務しなかった日数と当該子に

ついて育児休業をした日数を合算した日数

をいう。）を差し引いた日数を経過する日

より後の日であるときは、当該経過する

日） 

⑶ １歳から１歳６箇月に達するまでの子を

養育するため、非常勤職員が当該子の１歳

到達日（当該子を養育する非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業又

は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる

場合若しくはこれに相当する場合に該当し

てする地方等育児休業の期間の末日とされ

た日が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日（当該育児

休業の期間の末日とされた日と当該地方等

育児休業の期間の末日とされた日が異なる

ときは、そのいずれかの日））の翌日（当

該子の１歳到達日後の期間においてこの号

に掲げる場合に該当してその任期の末日を

育児休業の期間の末日とする育児休業をし

ている非常勤職員であって、当該任期が更

新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き採用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用さ

れる日）を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとする場合であって、次に

掲げる場合のいずれにも該当するとき 当

該子が１歳６箇月に達する日 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員がす

る育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において育児
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休業をしている場合又は当該非常勤職員

の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配

偶者がする地方等育児休業の期間の末日

とされた日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた

日）において地方等育児休業をしている

場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について

育児休業をすることが継続的な勤務のた

めに特に必要と認められる場合として規

則で定める場合に該当する場合 

 第３条に次の２号を加える。 

⑹ 第２条の２第３号に掲げる場合に該当す

ること。 

⑺ その任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしている非常勤職員が、

当該育児休業に係る子について、当該任期

が更新され、又は当該任期の満了後に特定

職に引き続き採用されることに伴い、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用さ

れる日を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとすること。 

 第１９条を次のように改める。 

 （部分休業をすることができない職員） 

第１９条 育児休業法第１９条第１項の条例で

定める職員は、次に掲げる職員とする。 

⑴ 育児休業法第１７条の規定による短時間

勤務をしている職員 

⑵ 次のいずれにも該当する非常勤職員以外

の非常勤職員（地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員（以下

「再任用短時間勤務職員等」という。）を

除く。） 

ア 特定職に引き続き在職した期間が１年

以上である非常勤職員 

イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時

間を考慮して規則で定める非常勤職員 

 第２０条第１項中「正規の勤務時間」を「勤

務時間条例第８条第１項に規定する正規の勤務

時間（非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を

除く。以下この条において同じ。）にあっては、

当該非常勤職員について定められた勤務時

間）」に改め、同条第２項中「規定による育児

時間」の次に「（以下「育児時間」とい

う。）」を、「職員」の次に「（非常勤職員を

除く。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認につい

ては、１日につき、当該非常勤職員について

１日につき定められた勤務時間から５時間 

４５分を減じた時間を超えない範囲内で（当

該非常勤職員が育児時間を承認されている場

合にあっては、当該時間を超えない範囲内で、

かつ、２時間から当該育児時間を承認されて

いる時間を減じた時間を超えない範囲内で）

行うものとする。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市税条例の一部を改正する条例をここに

公布する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第８号 

 

亀岡市税条例の一部を改正する条 

例 
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 亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例第３９

号）の一部を次のように改正する。 

 

 附則に次の２条を加える。 

 （東日本大震災に係る雑損控除額等の特例） 

第２２条 所得割の納税義務者の選択により、

法附則第４２条第３項に規定する特例損失金

額（以下この条において「特例損失金額」と

いう。）については、平成２２年において生

じた法第３１４条の２第１項第１号に規定す

る損失の金額として、この条例の規定を適用

することができる。この場合において、第 

３２条の３の規定により控除された金額に係

る当該特例損失金額は、その者の平成２４年

度以後の年度分の市民税に係るこの条例の規

定の適用については、平成２３年において生

じなかったものとみなす。 

２ 前項の規定の適用を受けた所得割の納税義

務者の同項の規定により適用される第３２条

の３の規定により控除された金額に係る特例

損失金額が平成２４年以後の各年において生

じたものである場合における前項の規定の適

用については、同項中「平成２３年」とある

のは、「当該特例損失金額が生じた年」とす

る。 

３ 第１項前段の場合において、第３２条の３

の規定により控除された金額に係る特例損失

金額のうちに、同項の規定の適用を受けた者

と生計を一にする令第４８条の６第１項に規

定する親族の有する法附則第４２条第３項に

規定する資産について受けた損失の金額（以

下この条において「親族資産損失額」とい

う。）があるときは、当該親族資産損失額は、

当該親族の平成２４年度以後の年度分の市民

税に係るこの条例の規定の適用については、

平成２３年において生じなかったものとみな

す。 

４ 第１項の規定の適用を受けた所得割の納税

義務者の同項の規定により適用される第３２

条の３の規定により控除された金額に係る親

族資産損失額が平成２４年以後の各年におい

て生じたものである場合における前項の規定

の適用については、同項中「平成２３年」と

あるのは、「当該親族資産損失額が生じた

年」とする。 

５ 第１項の規定は、平成２３年度分の第３５

条の３第１項又は第４項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通知

書が送達される時までに提出されたもの及び

その時までに提出された第３５条の４第１項

の確定申告書を含む。）に第１項の規定の適

用を受けようとする旨の記載がある場合（こ

れらの申告書にその記載がないことについて

やむを得ない理由があると市長が認める場合

を含む。）に限り、適用する。 

 （東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額

控除の適用期限の特例） 

第２３条 所得割の納税義務者が前年分の所得

税につき東日本大震災の被災者等に係る国税

関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３

年法律第２９号）第１３条第１項の規定の適

用を受けた場合における附則第７条の３及び

附則第７条の３の２の規定の適用については、

附則第７条の３第１項中「租税特別措置法第

４１条又は第４１条の２の２」とあるのは

「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律

第２９号）第１３条第１項の規定により読み

替えて適用される租税特別措置法第４１条又

は同項の規定により適用される租税特別措置

法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の

４第６項」とあるのは「法附則第４５条第２

項の規定により読み替えて適用される法附則

第５条の４第６項」と、附則第７条の３の２

第１項中「租税特別措置法第４１条又は第 

４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災
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の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律第１３条第１項の規定により読み

替えて適用される租税特別措置法第４１条又

は同項の規定により適用される租税特別措置

法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の

４の２第５項」とあるのは「法附則第４５条

第２項の規定により読み替えて適用される法

附則第５条の４の２第５項」と、同条第２項

第２号中「租税特別措置法第４１条の２の

２」とあるのは「東日本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第

１３条第１項の規定により適用される租税特

別措置法第４１条の２の２」とする。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、

附則に２条を加える改正規定（附則第２３条に

係る部分に限る。）は、平成２４年１月１日か

ら施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市立幼稚園条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第９号 

 

亀岡市立幼稚園条例の一部を改正 

する条例 

 

 亀岡市立幼稚園条例（昭和４０年亀岡市条例

第２４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条第 1 項の表１中「年額４９，０００

円」を「年額５０，０００円」に、「年額  

７８，０００円」を「年額７９，０００円」に

改め、同項の表２中「年額７８，０００円」を

「年額７９，０００円」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の

亀岡市立幼稚園条例の規定は、平成２３年４月

１日から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市自家用自動車有償行為条例を廃止する

条例をここに公布する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第１０号 

 

亀岡市自家用自動車有償行為条例 

を廃止する条例 

 

 亀岡市自家用自動車有償行為条例（昭和５１

年亀岡市条例第２４号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、

この条例による廃止前の亀岡市自家用自動車有

償行為条例は、平成２３年３月３１日限り、そ
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の効力を失う。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市立図書館条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市条例第１１号 

 

亀岡市立図書館条例の一部を改正 

する条例 

 

 亀岡市立図書館条例（昭和４２年亀岡市条例

第２３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第１項の表中「２０４号」を「２０６

号」に、「３番１号」を「３番１－１１２号」

に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

規 則 
 

 亀岡市市長の資産等の公開に関する条例施行

規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２３年６月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第１９号 

 

亀岡市市長の資産等の公開に関す 

る条例施行規則の一部を改正する 

規則 

 

 亀岡市市長の資産等の公開に関する条例施行

規則（平成７年亀岡市規則第２６号）の一部を

次のように改正する。 

 

 別記第３号様式中 

「 

先 物 取 引 の 事 業 ・ 雑 所 得 

                   」を 

「 

先物取引の事業・譲渡・雑所得 

                   」に

改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市老人医療費支給条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２３年６月１５日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第２０号 

 

亀岡市老人医療費支給条例施行規 

則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市老人医療費支給条例施行規則（平成 

１４年亀岡市規則第１号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第９条及び第１５条第４項中「翌年７月３１

日までとし、毎年更新するものとする」を「翌

年３月３１日までとする」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２３年８月１日から施行

する。 

 （読替規定） 

２ 平成２４年１月１日から平成２４年３月 

３１日までの間は、この規則による改正後の

亀岡市老人医療費支給条例施行規則第９条及

び第１５条第４項中「翌年」とあるのは「同

年」と読み替えるものとする。 

 

「掲示済」 

 亀岡市自家用自動車有償行為条例施行規則を

廃止する規則をここに公布する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第２１号 

 

亀岡市自家用自動車有償行為条例 

施行規則を廃止する規則 

 

 亀岡市自家用自動車有償行為条例施行規則

（昭和５１年亀岡市規則第１０号）は、廃止す

る。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 職員の育児休業等に関する規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第２２号 

 

職員の育児休業等に関する規則の 

一部を改正する規則 

 

 職員の育児休業等に関する規則（平成４年亀

岡市規則第２号）の一部を次のように改正する。 
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 第１条中「この規則は、」の次に「地方公務

員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

１１０号。以下「育児休業法」という。）及び

職員の育児休業等に関する条例（平成４年亀岡

市条例第９号。以下「条例」という。）に基づ

く」を加える。 

 第２条中「地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休

業法」という。）」を「育児休業法」に改める。 

 第２条の次に次の２条を加える。 

 （条例第２条第３号ア(ｳ)の規則で定める非常

勤職員） 

第２条の２ 条例第２条第３号ア(ｳ)の規則で定

める非常勤職員は、１週間の勤務日が３日以

上とされている非常勤職員又は週以外の期間

によって勤務日が定められている非常勤職員

で１年間の勤務日が１２１日以上であるもの

とする。 

 （条例第２条の２第３号イの規則で定める場

合） 

第２条の３ 条例第２条の２第３号イの規則で

定める場合は、次の各号に掲げる場合とする。 

⑴ 条例第２条の２第３号イに規定する当該

子について、保育所における保育の実施を

希望し、申込みを行っているが、当該子の

１歳到達日後の期間について、当面その実

施が行われない場合 

⑵ 常態として条例第２条の２第３号イに規

定する当該子を養育している当該子の親で

ある配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下この

号において同じ。）であって当該子の１歳

到達日後の期間について常態として当該子

を養育する予定であったものが次のいずれ

かに該当した場合 

ア 死亡した場合 

イ 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上

の障害により当該子を養育することが困

難な状態になった場合 

ウ 常態として当該子を養育している当該

子の親である配偶者が当該子と同居しな

いこととなった場合 

エ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、

１４週間）以内に出産する予定である場

合又は産後８週間を経過しない場合 

 第８条の２中「職員の育児休業等に関する条

例（平成４年亀岡市条例第９号。以下「育児休

業条例」という。）」を「条例」に改める。 

 第１４条を第１５条とし、第１３条の次に次

の１条を加える。 

 （条例第１９条第２号イの規則で定める非常

勤職員） 

第１４条 条例第１９条第２号イの規則で定め

る非常勤職員は、１週間の勤務日が３日以上

とされている非常勤職員又は週以外の期間に

よって勤務日が定められている非常勤職員で

１年間の勤務日が１２１日以上である非常勤

嘱託であって、１日につき定められた勤務時

間が６時間１５分以上である勤務日があるも

のとする。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 東日本大震災による被災者救援等のための市

民ホール使用料の特例に関する規則をここに公

布する。 

 

   平成２３年６月３０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

 亀岡市規則第２３号 

 

東日本大震災による被災者救援等 

のための市民ホール使用料の特例 

に関する規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、東日本大震災による被災

者の救援及び被災地の復興（以下「被災者救

援等」という。）を支援するため、市民ホー

ル使用料の減免に関する特例を定めるものと

する。 

 （使用料の特例） 

第２条 被災者救援等を目的として各種団体が

市民ホールを使用する場合における亀岡市庁

舎使用料条例（平成２年亀岡市条例第１４

号）第４条の規定により免除する使用料の額

は、市民ホール使用規則（平成２年亀岡市規

則第２６号）第８条の規定にかかわらず、全

額とする。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、平成 

２３年５月２０日から適用する。 

 （失効） 

２ この規則は、平成２４年３月３１日限り、

その効力を失う。 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市告示第１２１号 

 

 平成２３年度亀岡市国民健康保険料の基礎賦

課額及び後期高齢者支援金等賦課額並びに介護

納付金賦課額の保険料率を次のとおり決定した

ので、亀岡市国民健康保険条例（昭和３４年亀

岡市条例第７号）第１６条第３項及び第１６条

の６の５第３項並びに第１６条の１０第３項の

規定により告示する。 

 

   平成２３年６月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 基礎賦課額の保険料率 

 所 得 割   100分の8.10 

 被保険者均等割    25,000円 

 世 帯 別 平 等 割    21,000円 

 世帯別平等割半額    10,500円 

 

  軽減額 ７割 被保険者均等割 17,500円 

         世 帯 別 平 等 割 14,700円 

         世帯別平等割半額  7,350円 

      ５割 被保険者均等割 12,500円 

         世 帯 別 平 等 割 10,500円 

         世帯別平等割半額  5,250円 

      ２割 被保険者均等割  5,000円 

         世 帯 別 平 等 割  4,200円 

         世帯別平等割半額  2,100円 

 

２ 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率 

 所 得 割   100分の1.90 

 被保険者均等割     6,500円 

 世 帯 別 平 等 割     5,500円 

 世帯別平等割半額     2,750円 
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  軽減額 ７割 被保険者均等割  4,550円 

         世 帯 別 平 等 割  3,850円 

         世帯別平等割半額  1,925円 

      ５割 被保険者均等割  3,250円 

         世 帯 別 平 等 割  2,750円 

         世帯別平等割半額  1,375円 

      ２割 被保険者均等割  1,300円 

         世 帯 別 平 等 割  1,100円 

         世帯別平等割半額    550円 

 

３ 介護納付金賦課額の保険料率 

 所 得 割   100分の2.40 

 被保険者均等割     8,500円 

 世帯別平等割     5,000円 

 

  軽減額 ７割 被保険者均等割  5,950円 

         世帯別平等割  3,500円 

      ５割 被保険者均等割  4,250円 

         世帯別平等割  2,500円 

      ２割 被保険者均等割  1,700円 

         世帯別平等割  1,000円 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２２号 

 

 亀岡市次世代育成推進市民協議会設置要綱を

次のように定める。 

 

   平成２３年６月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

亀岡市次世代育成推進市民協議会 

設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 亀岡市次世代育成支援行動計画（以下

「行動計画」という。）を推進し、次代の社

会を担う子どもが健やかに生まれ、育成され

る社会の形成を図るため、亀岡市次世代育成

推進市民協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。 

 （任務） 

第２条 協議会の任務は、次に掲げる事項とす

る。 

⑴ 行動計画の進捗状況の点検及び評価に関

すること。 

⑵ 行動計画の見直しに関すること。 

⑶ その他行動計画の推進に関すること。 

 （組織） 

第３条 協議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、有識者、保健・福祉・医療関係者、

教育関係者、地域活動団体その他市民のうち

から市長が委嘱又は任命する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、２年以内とし、再任を

妨げない。ただし、最初の任期については、

平成２５年３月３１日までとする。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があ

るとき、又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

 （会議） 

第６条 協議会は、会長が招集し、会長が議長

となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、会議

に委員以外の者の出席を求め、意見又は説明
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を求めることができる。 

 （庶務） 

第７条 協議会の庶務は、健康福祉部こども福

祉課において行う。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会

の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に

諮って定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から実施する。 

 （亀岡市次世代育成支援対策推進協議会設置

要綱の廃止） 

２ 亀岡市次世代育成支援対策推進協議会設置

要綱（平成１６年亀岡市告示第１２８号）は、

廃止する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２３号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成２３年６月７日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域内に放置

されていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ千代川駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成２３年６月７日（火） 

午後１時００分～午後３時３０分 

４ 撤去し、保管した台数  １３台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができます。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要です。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担していただきます。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引取りのない自転車

は、関係法令の規定により処分します。 

※ 連絡先 

   まちづくり推進部 桂川・広域交通課 

   電話（25）5083 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２４号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 
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   平成２３年６月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 住  所  省略 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２５号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２３年６月８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀０６０２－５２００３ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２３年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２３年６月８日 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１２６号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成２３年６月１６日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 住  所  省略 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２７号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２３年６月１７日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

亀１９０５－５１０８８ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 
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２ 交付した日 

平成２３年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２３年６月１７日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２８号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成２３年６月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 住  所  省略 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２９号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２１条第２項において準用する同法第１９条第

１項の規定により都市計画を変更したので、同

法第２１条第２項において準用する同法第２０

条第１項の規定により、次のとおり告示し、同

条第２項の規定により、当該都市計画の変更に

係る図書を公衆の縦覧に供する。 

   平成２３年６月２０日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 都市計画の種類及び名称 

南丹都市計画下水道（亀岡市公共下水道） 

 

２ 都市計画を定める土地の区域 

昭和４９年告示第２１号の土地の区域に追

加する部分 

 亀岡市上矢田町山田、四軒家、及び追分

町一本木、下島、谷筋、八ノ坪、中河原、

及び余部町蚊又、清水、及び曽我部町春日

部大谷、東垣内、及び中中小路、及び寺蛇

谷、野見寺、拍子垣内、坊垣内、及び犬飼

梨ノ段、樋ノ口、及び南条北荒水代、中浦

竹、及び西条下久保、及び穴太奥田、河原

口、口山、藤ノ木、及び吉川町吉田天田、

後代、前河原、及び穴川鍵田、加股、野水、

平田、深田、及び稗田野町佐伯浦亦、飼条、

玉泉、源ノ坊、野下前、及び太田草田、古

実根、花ノ木、及び柿花中道、畑ケ中、及

び大井町並河亀ケ渕、観並、熊田、堂又、

深町、前脇、及び南金岐好実根、及び千代

川町今津２丁目、及び千原大門、及び拝田

長縄手、勝林坊ノ下、大将軍垣内、及び西

つつじヶ丘美山台２丁目地内の各一部又は

全部 

 

昭和４９年告示第２１号の土地の区域から

削除する部分 

 亀岡市吉川町吉田曽我ノ庄、及び穴川替

田、矢田ノ庄、及び大井町並河若宮筋地内

の各一部又は全部 

 

３ 都市計画の縦覧場所 

亀岡市北古世町１丁目２番５号 

   亀岡市上下水道部下水道課 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１３０号 

 

 亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（昭和４８年亀岡市告示第３０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

                               亀岡市長 栗山正隆 

 

 第２条第１項の表１中 

「 

年額220,000円 年額260,000円 年額299,000円 

年額190,000円 年額245,000円 年額299,000円 

年額106,000円 年額203,000円 年額299,000円 

年額43,600円 年額172,000円 年額299,000円 

                                 」を 

「 

年額223,200円 年額264,000円 年額303,000円 

年額193,200円 年額249,000円 年額303,000円 

年額109,200円 年額207,000円 年額303,000円 

年額46,800円 年額175,000円 年額303,000円 

                                 」に改め、同項の表２中 

「 

年額240,000円 年額299,000円 

年額218,000円 年額299,000円 

年額155,000円 年額299,000円 

年額108,000円 年額299,000円 

                       」を 

「 

年額244,000円 年額303,000円 

年額222,000円 年額303,000円 

年額159,000円 年額303,000円 

年額111,000円 年額303,000円 

                       」に改める。 
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   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２３

年度分の補助金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３１号 

 

 亀岡市保育所児童通園費補助金交付要綱（昭

和５２年亀岡市告示第５８号）は、廃止する。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３２号 

 

 地縁による団体において、告示事項の変更が

あったので、地方自治法（昭和２２年法律第 

６７号）第２６０条の２第１０項の規定により

告示する。 

 

   平成２３年６月２３日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

「吉川町吉田西区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所   省略 

   氏名 野木 正三 

２ 変更年月日 

   平成２３年５月２８日 

３ 変 更 理 由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３３号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成２３年６月２８日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域内に放置

されていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ千代川駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成２３年６月２８日（火） 

午後１時００分～午後３時３０分 

４ 撤去し、保管した台数  ２０台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 
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８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができます。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要です。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担していただきます。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引取りのない自転車

は、関係法令の規定により処分します。 

※ 連絡先 

   まちづくり推進部 桂川・広域交通課 

   電話（25）5083 

 

「掲示済」 

 

公 告 
 

 亀岡市公告第２７号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、

次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システム

による電子入札対象案件である。 

 

   平成２３年６月１日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工事番号及び工事名 

２３教第７号 

亀岡市立安詳小学校耐震補強・大規模改修

工事⑤棟（建築） 

⑵ 工事場所  亀岡市篠町篠中北裏 地内 

⑶ 工事種別  建築一式工事 

⑷ 工事概要 

耐震補強及び大規模改修工事 

   （ＲＣ造２階建面積 1,142㎡）一式 

・耐震補強工事（壁増設 ２ヶ所） 

・大規模改修工事（内外装改修） 

・外構工事 

⑸ 工  期  契約日の翌日から平成２３

年１１月１５日まで 

⑹ 部 分 払  無 

⑺ 前 金 払  有（当該工事契約金額の

４０％以内 保証事業会社

等の保証が必要） 

⑻ 中間前金払 

請負金額５００万円以上かつ工期１５０日

以上（変更工期を含む）で前金払をしてい

る工事については、中間前金払（請負金額

の２０％以内）が請求できる。ただし、中 
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間前金払の支払には、工期及び出来高が５０％以上であることの認定が必要になる。 

⑼ 最低制限価格  採用 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 平成２３年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に

認定された者であり、希望順位１位の亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参

加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事（建築工事）が１件以上ある場合は、入札に参加することができない。（※手持

ち工事とは、亀岡市が実施する平成２３年４月１日以降の建築工事の競争入札により落札した

工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。） 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式１） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式２） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は、全ての候補者について、条件を満たしていなければなら

ない。 

 なお、配置予定技術者調書に記載された技術者は、契約工期中、当該工事に専任できるも

のとし、他工事との重複等の配置は認めない。 

 配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載すること。

（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね３箇月以上の雇用関係

があることをいう。） 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

平成２３年６月１日（水） 

午後１時から 

共通事項２のとおり 

設計図書等の閲覧期間 平成２３年６月１日（水） 

午後１時から 

共通事項２のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

平成２３年６月６日（月） 

午前９時から午後５時まで 

平成２３年６月７日（火） 

午前９時から午後５時まで 

共通事項３のとおり 

入札参加確認通知の送付 平成２３年６月９日（木） 

午後５時までに電子入札システムによ

り通知。 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

平成２３年６月７日（火） 

正午まで 

共通事項５のとおり 



 
亀 岡 市 公 報 

 21

第７９８号平成２３年７月１５日発行 

設計図書に関する質問 

平成２３年６月１３日（月） 

午後３時まで 

質疑の回答、閲覧 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

平成２３年６月１５日（水） 

共通事項５のとおり 

入札期間 平成２３年６月１７日（金） 

午前９時から 

平成２３年６月２０日（月） 

午後４時まで 

再入札となった場合は 

平成２３年６月２１日（火） 

午後３時までに再入札すること。 

共通事項６のとおり 

開札日時 平成２３年６月２１日（火） 

午後１時 

再入札となった場合は 

平成２３年６月２１日（火） 

午後３時１０分に開札する。 

電子入札システムによる

（注）都合により開札日時を変更する場合は、入札３日前までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 ただし、最低制限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市企画管理部 執行管理課 （電話 0771-25-5041） 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第２８号 

 

 亀岡農業振興地域整備計画について、農業振

興地域の整備に関する法律施行令（昭和４４年

政令第２５４号）第９条の規定に該当する軽微

な変更をしたので、同法（昭和４４年法律第 

５８号）第１３条第４項で準用する同法第１２

条の規定により公告し、当該変更後の計画書を

次により縦覧に供する。 

 

   平成２３年６月３日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 農業振興地域整備計画書の縦覧期間 

 平成２３年６月３日以後、常時備え置く

こととする。 

 

２ 農業振興地域整備計画書の縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市経済部農政課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第２９号 

 

 狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）

第６条第７項の規定により、捕獲犬の抑留につ

いて通知を受けたので、同条第８項の規定によ

り公告する。 

 

   平成２３年６月３日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２３年５月３１日 

        午後１１時００分 

２ 捕獲場所  亀岡市千代川町千原地内 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  茶・白 

５ 性  別  雄 

６ 体  格  小 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

９ そ の 他  ピンクのキャリーケース 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２３年

６月６日）までに引取りのないときは処

分されます。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第３０号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次の場所にお

いて縦覧に供する。 

 

   平成２３年６月１５日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

縦覧場所  亀岡市安町野々神８番地 

      亀岡市役所経済部農政課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第３１号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、

次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システム

による電子入札対象案件である。 

 

   平成２３年６月１６日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工事番号及び工事名 

２３教第５号 

亀岡市立亀岡中学校校舎棟耐震補強並びに

大規模改修工事（電気） 

⑵ 工事場所  亀岡市内丸町 地内 

⑶ 工事種別  電気工事 

⑷ 工事概要 

亀岡市立亀岡中学校校舎棟耐震補強並びに

大規模改修工事に伴う受変電・幹線・動

力・電灯コンセント・構内情報通信網・電

話・放送・インターホン・防犯・テレビ共

聴・電気時計・自火報・撤去 設備工事 

⑸ 工  期  契約日の翌日から平成２５

年３月２５日まで 

⑹ 部 分 払  無 

⑺ 前 金 払  有（当該工事契約金額の

４０％以内 保証事業会社

等の保証が必要） 

⑻ 中間前金払 

請負金額５００万円以上かつ工期１５０日

以上（変更工期を含む）で前金払をしてい

る工事については、中間前金払（請負金額

の２０％以内）が請求できる。ただし、中

間前金払の支払には、工期及び出来高が 

５０％以上であることの認定が必要になる。

なお、中間前金払については、平成２３年

度においては請求できない。 

⑼ 最低制限価格  採用 

 

２ 入札参加資格等 

 特定建設工事共同企業体（以下「共同企業

体」という。）であって、次に掲げる要件等

を満たすものであること。 

⑴ 特定建設工事共同企業体の要件 

ア 平成２３年度亀岡市建設工事入札参加

資格審査において、「工種電気工事」で

希望順位が１位及び２位の亀岡市内に本

社・本店を置く業者（協同組合を除く）

で、電気工事における経営審査の総合評

定値（Ｐ）（平成２３年度入札資格審査

申請書提出分）が５４０点以上の２社の

共同企業体とする。ただし１社が、複数

の共同企業体の代表者又は構成員になる

ことはできない。 

イ 共同企業体は、自主結成とする。 

ウ 構成員の出資比率は、すべての構成員

が３０パーセント以上の出資比率である

ものとする。 

エ 一般競争入札参加資格確認申請書（以

下「入札参加申請書」という。）等の提

出期限日から開札日までの期間において、

亀岡市の指名停止措置を受けていないこ

と。 

⑵ 共同企業体の代表者の要件 

ア 平成２３年度亀岡市建設工事入札参加

資格審査において、「工種電気工事」で

希望順位が１位及び２位の亀岡市内に本

社・本店を置く業者（協同組合を除く）

で、電気工事における経営審査の総合評

定値（Ｐ）（平成２３年度入札資格審査

申請書提出分）が５４０点以上かつ、平

成２３年度亀岡市建設工事入札参加資格

審査において、特定建設業の許可を有す

る者。 
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イ 建設業法に基づき、監理技術者として、

「電気工事」に係る監理技術者資格（国

家資格に限る）を有する自社と直接的か

つ恒常的な雇用関係のある技術者を工事

現場に専任で配置できる者であること。 

ウ 出資比率が構成員中最大の者であるこ

と。（５０％を超えていること） 

エ 事業協同組合は、共同企業体の構成員

になることはできない。 

オ その他「一般競争入札共通公告事項

１」に該当するもの。 

⑶ 共同企業体の代表者以外の構成員の要件 

ア 平成２３年度亀岡市建設工事入札参加

資格審査において、「工種電気工事」で

希望順位が１位及び２位の亀岡市内に本

社・本店を置く業者（協同組合を除く）

で、電気工事における経営審査の総合評

定値（Ｐ）（平成２３年度入札資格審査

申請書提出分）が５４０点以上であるこ

と。 

イ 建設業法に基づき、主任技術者として、

「電気工事」に係る主任技術者資格（国

家資格に限る）を有する自社と直接的か

つ恒常的な雇用関係のある技術者を工事

現場に専任で配置できる者であること。 

ウ 事業協同組合は、共同企業体の構成員

になることはできない。 

エ その他「一般競争入札共通公告事項

１」に該当するもの。 

⑷ 共同企業体の協定方式 

 協定書は、「特定建設工事共同企業体協

定書（甲型）」による。共同企業体の名称

は、「○○・△△特定建設工事共同企業

体」とする。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別

紙様式１） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式２） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技

術者が特定できない場合には、複数の候

補者を記載することができるが、その場

合は、全ての候補者について、条件を満

たしていなければならない。 

 なお、配置予定技術者調書に記載され

た技術者は、契約工期中、当該工事に専

任できるものとし、他工事の現場代理人、

監理技術者、主任技術者、営業所の専任

技術者等、重複の配置は認めない。 

 配置予定技術者は、自社と直接的かつ

恒常的な雇用関係にある技術者を記載す

ること。（恒常的な雇用関係とは、入札

参加資格確認申請の日以前におおむね３ 

箇月以上の雇用関係があることをいう。） 

⑶ 特定建設工事共同企業体協定書（甲

型） 

※ 電子入札システムによる申請時の注

意点として、競争参加資格確認申請書

の画面において、ＪＶ参加にチェック

及び企業体名称を入力し、共同企業体

の代表者のみが代表して申請すること。 

※ ファイル形式はＰＤＦもしくはＷＯ

ＲＤ形式（２００３以前のバージョン

形式に限る）とする。押印は必要とし

ない。なお、協定書の正本については

落札者のみ契約時に提出するものとす

る。 
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４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

平成２３年６月１６日（木） 

午後１時から 

入札情報公開システムか

らダウンロードして入手

する。 

（共通事項２のとおり）

設計図書等の概要の閲覧

期間 

平成２３年６月１６日（木） 

午後１時から 

入札情報公開システムか

らダウンロードして入手

する。 

（共通事項２のとおり）

入札参加資格確認申請書

等の受付 

平成２３年６月２２日（水） 

午前９時から午後５時まで 

平成２３年６月２３日（木） 

午前９時から午後５時まで 

共通事項３のとおり 

入札参加確認通知の送付 平成２３年６月２７日（月） 

午後５時までに電子入札システムによ

り通知する。 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

平成２３年６月２１日（火） 

正午まで 

設計図書に関する質問 

平成２３年６月２９日（水） 

正午まで 

共通事項５のとおり 

質疑の回答、閲覧 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

平成２３年７月１日（金） 

共通事項５のとおり 

入札期間 平成２３年７月５日（火） 

午前９時から午後５時まで 

平成２３年７月６日（水） 

午前９時から午後４時まで 

再入札となった場合は 

平成２３年７月７日（木） 

午後３時までに再入札すること。 

共通事項６のとおり 

開札日時 平成２３年７月７日（木） 

午前１０時 

再入札となった場合は 

平成２３年７月７日（木） 

午後３時１０分に開札する。 

電子入札システムによる

（注）都合により開札日時を変更する場合は、入札３日前までに連絡する。（ただし、予期せ

ぬ機器障害等の場合はこの限りではない。） 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

   ※ 利用できる時間：平日の午前９時００分から午後５時３０分まで 
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５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格

の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競

争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者

調書により、基本事項について確認を行い、

資格の有無を審査したものであり、配置予定

技術者調書と確認資料による詳細な審査は、

開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格を

もって入札した者を落札者とする。 

 ただし、最低制限価格未満で入札した者は

失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく 

なった場合には、当該工事契約を締結しな

いことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当工事の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶ その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市企画管理部 執行管理課 

    （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

任免及び辞令 
 

（各 通）
        東 原 博 司 

             東 原 尚 代 

亀岡市市医に委嘱します 

             東 原 博 司 

亀岡市休日急病診療所医師に委嘱します 

   平成２３年６月１日 

 

             仕 合   裕 

亀岡市市医に委嘱します 

   平成２３年６月６日 

 

             安 藤 和 彦 

             坂 本 信 雄 

             野々村 忠 良 

（各 通）        松 下   蓮 

             橘   恭 堂 

             松 井 やす子 

             廣 瀬 義 直 

亀岡市公立保育所再編整備検討会議委員に委嘱

します 

   平成２３年６月２１日 
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監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第１５号 

 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により、平成２２年度定期監査の結果に基づき講じた措置

について、亀岡市長から通知があったので、次のとおり公表する。 

 

   平成２３年６月１日 

 

                           亀岡市監査委員 大西 鎭雄 

                           亀岡市監査委員 藤本  弘 

 

平成２２年度定期監査結果に対する措置状況 

 

指 摘 事 項 講 じ た 措 置 

会計管理室 

会計課 

ア 収入事務 

（ア）法定外公共物占用許可にかかる許可期

間更新事務において、占用者からの更新

許可申請が、定められた期日に遅延して

提出されていた。 

 許可期間を更新しようとする場合、占

用者は期間満了日の３０日前までに、市

長の許可を受けなければならないと法定

外公共物管理条例に定められている。 

 規定に基づいた適正な事務処理をされ

たい。 

（イ）市有地敷地料の納入通知書に記載され

た納期限が５月以降のものとなってい

た。 

 会計年度単位で定めた収入金の納期限

は、その年度の４月末日とすると財務規

則に定められている。 

 規定に基づいた適正な事務処理をされ

 

 

 

 占用期間更新事務においては、法定外公共物

管理条例の規定に基づき、期間満了日の３０日

前までに許可ができるよう申請者に周知し、適

正な事務処理を徹底した。 

 

 

 

 

 

 

 今年度の収入金の納期限は、当該年度の４月

末日とした。 
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たい。 

イ 支出事務 

 職員駐車場にかかる土地賃貸借契約事務

において、賃貸借期間を１年間としながら

も自動更新とする条項及び、予算額に減額

又は削除が生じた場合の解除条項が定めら

れていた。 

 単年度契約においては、次年度以降にお

いて経費の支出を伴う契約を締結すること

は適切でない。 

 なお、複数年度契約については、長期継

続契約等が考えられる。地方自治法に基づ

き実態に即した適正な事務処理をされた

い。 

 

 

 単年度契約においては、次年度以降において

経費の支出を伴う契約を締結することは適切で

ないので、次回からの契約については、これら

の項目を削除することとした。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市監査公表第１６号 

 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により、平成２２年度定期監査の結果に基づき講じた措置

について、亀岡市農業委員会会長から通知があったので、次のとおり公表する。 

 

   平成２３年６月１日 

 

                           亀岡市監査委員 大西 鎭雄 

                           亀岡市監査委員 藤本  弘 

 

平成２２年度定期監査結果に対する措置状況 

 

指 摘 事 項 講 じ た 措 置 

亀岡市農業委員会事務局 

 耕作等証明手数料の納期限が、証明日の７日

後や２２日後となっていた。 

 亀岡市手数料徴収条例には、手数料を徴収す

る事項についての申請があった際に、申請者か

ら徴収すると定められている。 

 

 亀岡市手数料徴収条例に基づき、適正な事務

処理となるよう改善した。 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 29

第７９８号平成２３年７月１５日発行 

 条例に基づき適正な事務処理をされたい。  

 

「掲示済」 

 

 

 亀岡市監査公表第１７号 

 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により、平成２２年度定期監査の結果に基づき講じた措置

について、亀岡市教育委員会教育長から通知があったので、次のとおり公表する。 

 

   平成２３年６月１日 

 

                           亀岡市監査委員 大西 鎭雄 

                           亀岡市監査委員 藤本  弘 

 

平成２２年度定期監査結果に対する措置状況 

 

指 摘 事 項 講 じ た 措 置 

亀岡市教育委員会 

教育部 

教育総務課 

（１）小学校 

公金の取り扱いについて 

 今回監査対象となったすべての小学校に

おいて、本来市へ収納とすべき公金が各小

学校で保管されていた。 

 地方自治法において一会計年度における

一切の収入及び支出はすべて予算に計上す

べきことを規定している。 

 適正な収入事務をされたい。 

 

（２）幼稚園 

備品管理について 

 監査対象となった幼稚園において、備品

台帳は整備されていた。 

 しかしながら台帳の内容については、備

品個々の履歴が判別できるものではなかっ

た。 

 

 

 

 

 小学校においては地域との結びつきが強く、

これまでの慣習として、行事の際に祝金等のや

りとりが双方で行われてきた。 

 しかし、今後は地元各団体への理解を求める

中で、こうした慣習の見直しと解消を図るとと

もに、適正な収入事務を行うよう、平成２３年

２月２日の校園長会議で指示した。 

 

 

 

 備品管理について、監査実施以降の備品購入

にあたっては、指摘事項を踏まえ、備品個々の

履歴等が判別できるよう、適正な記載方法に改

善した。 
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 適正な備品管理が行えるよう規定などの

整備を含め改善を図られたい。 

 

 

「掲示済」 

 

 

 亀岡市監査公表第１８号 

 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により、平成２２年度行政監査の結果に基づき講じた措置

について、亀岡市長から通知があったので、次のとおり公表する。 

 

   平成２３年６月１日 

 

                           亀岡市監査委員 大西 鎭雄 

                           亀岡市監査委員 藤本  弘 

 

平成２２年度行政監査結果に対する措置状況 

 

指 摘 事 項 講 じ た 措 置 

会計管理室 

〔会計課〕 

１ 随意契約事務についての監査結果 

（２）予定価格は設定されているか。 

 決裁に「保守料金、委託料見込額等」と

あるものの、予定価格が記載されていな

かった。 

 ついては、予定価格は契約価格の一応の

基準となる価格であることを認識し、財務

規則に基づき適切な予定価格を設定される

よう改善されたい。 

 

（３）随意契約の適用条項の理由は適正か。 

 予定価格が第１号の金額の範囲内のもの

であるが、第２号を適用していた。 

 第１号は、契約事務の簡略化という考え

のもとに、第１号に該当する場合は、第１

号を適用されたい。 

 

 

 

 財務規則や「予定価格の取り扱いについて」

（平成１０年１０月５日付け１０企第１３０号

１０監第９５号企画管理部長・土木建築部長通

知）等を遵守し適正に予定価格を設定した。 

 

 

 

 

 

 契約事務の簡略化のため、第１号に該当する

場合は、第１号を適用することを徹底した。 

「掲示済」 
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教育委員会欄 
 

教育長訓令 
 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第３号 

 

               庁中一般 

 

 へき地学校等スクールバス運行規程を次のよ

うに定める。 

 

   平成２３年６月２１日 

 

        亀岡市教育委員会 

           教育長 竹岡 敏 

 

へき地学校等スクールバス運行規 

程 

 

 へき地学校スクールバス管理規程（昭和５５

年亀岡市教育委員会教育長訓令第１号）の全部

を改正する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、亀岡市教育委員会（以下

「教育委員会」という。）が所有するへき地

通学用マイクロバス（以下「スクールバス」

という。）の運行に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 （運行の範囲） 

第２条 スクールバスは、東別院小学校、西別

院小学校、畑野小学校及び育親中学校の児童

及び生徒で、教育委員会が認めた者が登下校

時に乗車することができる。 

２ スクールバスの運行は、前項の場合のほか、

亀岡市立小学校及び中学校が校外学習の用に

供する場合その他教育委員会が必要と認めた

場合に行うものとする。 

 （運行管理業務の委託） 

第３条 安全運行の推進及び車両管理の効率化

を図るため、スクールバスの運行管理業務を

車両運行管理請負業を営む業者に委託するこ

とができる。 

 （その他） 

第４条 この訓令に定めるもののほか、必要な

事項は、その都度教育長が定める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２３年６月２１日から施行

する。 
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選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第５６号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数並びに亀岡市の事務

の執行に関する監査の請求に要する有権者総数

の５０分の１の数並びに合併協議会設置の請求

に要する有権者総数の５０分の１の数は、次の

とおりである。 

 

   平成２３年６月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 西田 勝 

 

１，４９９人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第５７号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育委員、選挙管理委員、監査委員及び亀岡市議

会議員の解職請求に要する有権者総数の３分の

１の数は、次のとおりである。 

 

   平成２３年６月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 西田 勝 

 

２４，９７０人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第５８号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成２３年６月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 西田 勝 

 

１２，４８５人 

 

「掲示済」 
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公 告 
 

 亀岡市選挙管理委員会公告第１号 

 

 平成２３年１０月２３日執行予定の亀岡市長

選挙に係る立候補予定者説明会を下記のとおり

開催する。 

 

   平成２３年６月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 西田 勝 

 

記 

 

１ 日 時  平成２３年９月２４日（土） 

       午後１時から 

 

２ 場 所  亀岡市役所１階 市民ホール 

 

３ 対象者  亀岡市長選挙の立候補予定者又

はその代理人 

 

「掲示済」 

上下水道部欄 
 

公 告 
 

 亀岡市上下水道部公告第３号 

 

 公道下における給配水管漏水等の修繕工事及

び待機業務委託について、公募型（簡易）指名

競争入札を執行するので、次のとおり公告する。 

 

   平成２３年６月７日 

 

          亀岡市長 栗山正隆 

 

１ 件名 

公道下における漏水等による給配水管修繕工

事及び待機業務 

 

２ 概要 

履行場所 亀岡市上水道及び簡易水道給水区

域 

内  容 １ 公道下における漏水等による

給配水管修繕工事 

２ 出水不良及び水質異常等に係

る事前調査及び対処 

上記内容に係る２４時間体制での

待機業務 

履行期間 平成２３年７月１日～ 

     平成２４年３月３１日 

 

３ 入札参加資格要件 

（１）亀岡市内に本店を有する「亀岡市指定給

水装置工事事業者」でありかつ、平成２３

年度亀岡市建設工事入札参加資格者名簿の

水道施設工事部門に登載し、過去５年以内

に給水装置工事及び給配水管修繕工事の実

績のある業者５社以上で構成する共同企業
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体または、亀岡市指定給水装置工事事業者

で組織する法人格を有する団体であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４の規定

に該当するものでないこと。 

（３）本入札参加申請書等の提出期限において、

亀岡市の指名停止等措置を受けていないこ

と。 

（４）履行期間内において、２４時間体制で当

該修繕工事及び待機業務の履行を行うこと

ができる者であること。 

（５）共同企業体においては出資比率の最小限

度を１５％以上とし、代表者は構成員中最

大とする。 

 

４ 入札の方法 

 資格審査に合格したものにより、競争入札

を行う。 

 

５ 入札参加申請書等の受付 

（１）受付期間 

平成２３年６月９日（木）から 

平成２３年６月１５日（水）まで 

（受付時間：午前９時から１２時、午

後１時から４時） 

（２）提出場所 

亀岡市上下水道部水道課 

（３）提出書類 

指名競争入札参加申請書 

共同企業体協定書 

主任技術者の配置予定書 

 

６ 入札参加申請書の入手方法 

（１）配布期間 

平成２３年６月８日（水）から 

平成２３年６月１４日（火）まで 

（受付時間：午前９時から１２時、午

後１時から４時） 

（２）配布場所 

亀岡市上下水道部水道課 

（電話：0771-25-6763） 

 

７ 入札条件及び設計図書等の閲覧 

 入札条件及び見積に必要な設計図書等の閲

覧については、入札執行通知書により別途通

知する。 

 

  （問い合わせ先） 

亀岡市上下水道部水道課 

（電話：0771-25-6763） 

 

「掲示済」 
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